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序     文 

 

インドネシア国では2005年に策定された「国家エネルギー政策 2005-2025」において、将

来の石油生産量の減少が見込まれることから石油依存体質からの更なる脱却を推進してきてお

り、エネルギーの多様化を主要政策として掲げています。一次エネルギーに関する長期計画に

おいて、石炭は2003年の14.1%（石油54.4%）から2025年の32.7%（同26.2%）へと大きく増加

することが予想されており、石油に代わる主要なエネルギー源として期待されています。 

同国での採炭方法は99%が露天掘によるものですが、資源量約578億トン、埋蔵量約70億トン

という資源量の多くは坑内採炭対象地域に賦存しているため、2000年当時のインドネシア政府

の見通しによれば、2020年には全生産量の約20%が坑内採炭に移行することになっています。

そこで、同国政府は我が国に対し、坑内採炭技術の訓練センター設立のための技術協力を要請

し、我が国は2001年より「石炭鉱業技術向上プロジェクト」を実施してきました。 

しかし、その後のアジア経済危機によるインドネシア経済の低迷、石炭の国際価格の長期低

迷等の理由から露天掘が主流の同国にあって、比較的コストのかかる坑内掘採炭は伸び悩みま

した。こうした背景を受け、プロジェクトを開始してから３年を迎えた2004年６月に、坑内掘

採炭の促進に資するため坑内堀技術に係る資格制度の創設に対する協力活動を新たに盛り込む

など、成果目標、活動計画、将来展望について見直しを行いました。 

一方、この間に石油価格が急上昇する等の外的要因も加わり、インドネシア政府はエネルギ

ー政策における石炭の位置づけの見直しを行っており、上述の「国家エネルギー政策 2005-2025」

において2025年の石炭生産量３億トンのうち、2500万トンを坑内採炭（坑内採炭比率8.3%）と

する新たな方針のもとに、露天掘と比べてより安全面での危険を伴う坑内堀技術の習得、坑内

堀に係る資格制度の創設に関して、本プロジェクトに対する期待を新たにしております。 

本報告書は、2005年12月にプロジェクトの終了を間近に控え、プロジェクトの活動実績、カ

ウンターパートへの技術移転の達成度に関し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、自立発展性）の観点に基づいて日本・インドネシア側の合同作業による終了時評価を行

い、評価結果と今後の活動に係る提言、プロジェクトの実施から引き出された教訓を取りまと

めたものです。 

また、ここに、本終了時評価調査団の派遣に対してご協力いただいた外務省、経済産業省な

ど、内外関係各機関の方々に深甚の謝意を表するとともに、併せて引き続き一層のご支援をお

願いする次第です。 

 

平成18年６月 

 

独立行政法人国際協力機構   

経済開発部部長 佐々木 弘世  



略語一覧表 

 

略語 英 語 日本語訳 

AIC  アイチェ炭鉱 

BDTBT Balai Diklat Tambang Bawah Tanah 坑内掘鉱山教育訓練所 

C/P Counterpart カウンターパート 

FBS Fajar Bumi Sakti Coal Mine ファジャル・ブミ・サクティ炭鉱 

F/S Feasibility Study フィージビリティ調査 

JCOAL Japan Coal Energy Center 財団法人石炭エネルギーセンター 

MEMR Ministry of Energy and Mineral Resources エネルギー鉱物資源省 

MOU Memorandum of Understanding 包括的覚書 

M/M Minutes of Meeting 会議議事録 

M/P Master Plan Study マスタープラン調査 

NEDO New Energy and Industrial Technology 

Development Organization 

新エネルギー・産業技術総合開発

機構 

OJT On the Job Training 職業訓練 

OMTC Ombilin Mines Training College オンビリン鉱山研修センター 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

P3TMB Underground Coal Maining Education Training 

Center 

鉱物・石炭技術教育訓練センター 

R/D Record of Discussions 合意議事録 

UNP National University of Padang パダン大学 

UPO Unit Penambangan Ombilin オンビリン炭鉱 

UPT Unit Pelaksana Teknis 技術サービス提供機構 

 



評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：インドネシア国 案件名：石炭鉱業技術向上 

分野：鉱業 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

所轄部署：経済開発部第２グループ資源・省エ

ネルギーチーム 

協力金額（評価時点）：約7.7億円 

 

先方関係機関：エネルギー・天然資源教育訓練庁 

日本側協力機関：国際協力機構（JICA） 
協力期間 

（R/D） ：2001.4.1－2006.3.31 

（延長） ： － 

（F/U） ： － 

（E/N） （無償） 
他の関連協力：新エネルギー・産業技術総合開発

機構（NEDO） 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシアの炭鉱のほとんどは露天掘で採掘されているが、将来は坑内掘炭鉱が増加すると

予測されている。このため、JICAは1996年から1997年にかけてインドネシア共和国における鉱業

増産に係るマスタープラン調査（以下1997年MP）を行った。そして同国の坑内炭鉱生産は増加に

より坑内掘要員が増加すると結論した。この結果から同国の要請に基づき、2000年10月R/D署名

交換をした。これを受けJICAは2001年４月より５年間の本プロジェクトを実施している。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

インドネシア国の坑内炭鉱技術が向上する。（坑内堀鉱山教育訓練所（BDTBT）に移転さ

れた技術がインドネシア国の坑内掘炭鉱の管理（監督･検査）、操業、および計画に有効に活

用される。） 

 

(2) プロジェクト目標 

BDTBTが坑内掘炭鉱技術者・技能者および鉱務監督官を養成できる。 

 

(3) 成 果 

①プロジェクトの管理・運営体制が確立される 

②C/Pによる坑内炭鉱関連機材の操作・保守管理体制が整備される。 

③C/Pが坑内炭鉱に関する５つのコースを開講するための基盤が整備される。 

④BDTBTにおいて坑内炭鉱に関する５つのコースが開講されている。 

⑤BDTBTにおいて実施されているコースが有益であることを鉱山業界および関連組織団体

が周知している。 

⑥資格制度に関する提案書が作成される。 

 

(4) 投入（実績） 

日本側： 

長期専門家       ５名      機材供与 約300百万円 

短期専門家       34名      ローカルコスト負担 百万Rp 

研修員受入       14名      その他 － 円 

相手国側： 

カウンターパート配置  30名      機材購入 Rp 

土地・施設提供  執務室・実験棟    ローカルコスト負担 15,616Mil.Rp 

その他 



２．評価調査団の概要 

調査者（担当分野：氏名：職位） 

団 長     戸塚 真治  国際協力機構インドネシア事務所次長 

石炭鉱業政策  栗原 敦彦  経済産業省資源エネルギー庁石炭課課長補佐 

協力企画    小島 元   国際協力機構経済開発部第二グループ資源･省エネルギーチ 

ーム 

技術移転計画  古川 博文  財団法人石炭エネルギーセンター資源開発部長 

評価分析    熊谷 研一  有限会社インターナショナル・コンサルティング・サービス 

代表取締役 

調査期間 2005年11月28日～2005年12月16日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

・ほぼ計画通りの投入がなされた。（初期にはC/Pのプロジェクト離脱の問題があったが、現在

ではC/P数は当初計画を上回り、そのための施設の整備が実施された。） 

・計画された活動はほぼ総て完了する。 

・成果は達成される。 

・プロジェクト目標は達成される。 

実施プロセスはほぼ良好であった。（ただし、予算執行遅れやC/Pの配転による影響があった） 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。石炭産業を国家エネルギー政策上、枯渇する石油の代替エ

ネルギーとし、また外貨獲得のための主要輸出産品とする国家戦略はプロジェクト開始後５

年を経た今日においても変らない。また、国家石炭政策では、重点項目の１つとして坑内掘

技術開発、坑内掘の経済性の増進が取上げられており、かつ、採掘の坑内掘技術開発への数

値目標も示され、本プロジェクトの目標とするイ国における坑内掘石炭技術開発への政府の

期待は大きい。 

 

(2) 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトの運用体制は確立され、シニアC/Pは機材の操

作・保守および個々の業務に関する技術を習得し、2002年度以降鉱山の監督者、技能者、鉱

務監督官を対象に研修コースを担当し、さらに自ら研修コースの計画、運営、訓練ができる

ようになっており、プロジェクト目標は達成される。また研修修了生は、研修は有用であっ

たと評価している。 

 

(3) 効率性 

効率性は比較的高い。配置されたC/P、専門家の投入のタイミングは適切で、その資質は

秀でており、真摯にプロジェクトの課題に取組んだ。供与された機材はプロジェクトの運営

に適切な質･量であり、ほとんどがプロジェクトにおいて活用されている。さらに後期には

イ側はプロジェクトの将来に備え、C/Pを増員、施設を増改築する等、積極的な対応を行な

った。これらが成果の達成に貢献している。他方、プロジェクト初期においてはC/Pのプロ

ジェクト離脱の問題を生じた。また2004年まで、ローカルコストの執行の遅れによる、技術

移転や研修計画の変更、研修のキャンセル等の問題が生じ、プロジェクトの効率性をやや低

下させた。またC/Pの配転も効率性をやや低下させている。 

 



(4) インパクト 

正のインパクトは大きい。BDTBTで研修を受けた鉱山の監督者、技能者、監督官は現在も

その職場で鉱業関連業務に従事しており、BDTBTで習得した技術を活用しており、同僚に対

する技術移転も実施している。このことからBDTBTの技術はイ国に根付きつつあるといえ

る。研修コース以外のプロジェクト活動には近隣の炭鉱技術者が参加し、パダン大学、パダ

ン大学サワルント分校の各鉱山工学D3プログラムにおいて実習の一部として、BDTBTでの

研修を実施している。その他の大学の学生もBDTBTを訪問している。さらに金鉱山、上記以

外の大学等からの研修も要請されているし、炭鉱より硫黄等の化学分析依頼を受けている。

BDTBTで開催され鉱業開発技術セミナーには約400名の参加者があった。以上のように

BDTBTの研修や、坑内掘技術に対する関係者の関心は高まってきている。なお、負のインパ

クトは発現していない。 

 

(5) 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は高い。坑内掘炭鉱技術に特化した訓練は、外部要因（坑内掘

開発のスケジュール）の深刻な影響を受けやすいため、今後、鉱業の動向に即応した柔軟な

運営、財政強化策を展開しつつ坑内掘炭鉱技術訓練の維持・強化が必要である。上位目標達

成に向けての活動はすでに展開されており、プロジェクト終了後の組織体制は明確である。

外部の支援に関しては、政府はBDTBTの支援を明確にしており、鉱山会社（特にスマトラ島）

や州・県のDINASは従業員の教育の一部として、BDTBTにおける研修に期待している。また、

大学の実習訓練所としてのニーズも大きい。政府予算以外の財源獲得に関しては鉱山に対す

る有償の研修を行なうことになろう。また、既存のラボの活用の可能性も検討されている。

外部条件について述べれば、坑内掘炭鉱は徐々に増加しているが、いつ本格的かつ全国規模

での坑内掘開発が展開されるかどうかは、採掘条件やインフラ、炭価、資金等の経済的要素

によるため今のところ不確定である。このため、すでにBDTBTにより方向性は示されている

が、BDTBTの運営にあたっては（坑内掘技術に関わらず）ニーズに合致した技術を提供すべ

きであろう。 

 

３－３ 結 論 

プロジェクト目標は達成される。自立発展のための長期計画も検討され、上位目標達成に向け

て前進している。このプロジェクトの自立発展性は高いが、外部要因に左右されやすいため、鉱

業界のニーズに適切に対応する柔軟な運営で安定を図りながら、かつ、坑内掘技術の向上に努め

ることが重要である。 

 

３－４ 提 言 

１．教官の技術向上のため、国内炭鉱との間で定期的技術交流の場を設けることが望ましい。 

２．新技術習得のため、国際技術会議等に教官を派遣する制度を構築することが望ましい。ま

た、日本の技術者、学者とのコミュニケーションの方法を検討すること。 

３．鉱山、DINAS、大学と教育訓練ニーズに関する定期的な会議（全体、個別）を設置するこ

とが望ましい。 

４．配転される教官がそれまでに坑内掘炭鉱技術を十分に習得しているよう配慮すること。 

 

３－５ 教 訓 

１．社会的経済的混乱直面している際には、プロジェクトの開始に当たり、プロジェクトの置

かれた環境の変化を把握し、ニーズ調査を実施した上で、プロジェクトの見直しを行なうべ

きである。 



２．本プロジェクトが実施した各関係者を訪問しての広報活動は関係者のプロジェクトに対す

る関心を大いに喚起させた。この方法は他プロジェクトの参考になる。 

 

３－６ フォローアップの状況 

本プロジェクトについては、平成17年度のフォローアップ協力の要望調査対象案件となってお

り、終了時評価の結果、BDTBTの自立発展性、資格制度創設に向けた動向等を踏まえ、取扱いに

ついて検討する。 

 

３－７ 効果発現に貢献した要因 

１．計画内容に関すること 

①移転された技術がイ国の炭鉱の操業に適していたこと（日本とイ国の石炭地質の類似性）。 

２．実施プロセスに関すること 

①イ国実施機関が運営の強化に努めたこと（施設の設備の拡充、C/Pの増員）。 

②BDTBTの他、炭鉱や工場で現場に即したOJTが実施されたこと。 

 

３－８ 問題点および問題を惹起した要因 

１．計画内容に関すること 

①プロジェクト初期における、ターゲットグループの変化（坑内掘開発の遅延、地方分権化

に伴う鉱務監督官の養成の高まり）。 

２．実施プロセスに関すること 

①プロジェクト初期におけるC/Pの離脱、予算執行の遅れ。 

 



－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 背 景 

インドネシア共和国（以下、「イ」国と記す）は世界第７位の石炭生産国であり、直近10年

前と比べて生産量は３倍強に到達する飛躍的発展を遂げている。また、近年「イ」国政府は石

油依存体質から脱却する政策を実行してきており、近く制定されるエネルギー法では、2025年

には石炭の比率を32.7％まで引き上げることを企図しており、主要な輸出産品でありエネルギ

ー供給源である石炭資源の重要性は高い。 

現在、「イ」国の採炭方法は99％が露天掘によるものであるが、確認埋蔵量約400億トンと

いう資源量の多くは、坑内採炭対象地域に賦存していることや、「イ」国の第41森林法にて露

天掘炭鉱新規開発が制限されていることなどの理由により、中長期的にはいずれ坑内採炭に移

行すると予測されている。 

しかしながら、「イ」国石炭産業では、坑内採炭技術は未熟であり、坑内採炭技術者や鉱務

監督官等が不足しており、人材育成が急務となっている。このような状況のもと、開発、採掘、

保安、環境等坑内採炭に必要な専門技術習得のための総合的な人材育成機関の設立が望まれて

おり、「イ」国政府は坑内採炭技術に係る「石炭鉱業技術向上プロジェクト」を日本政府に対

して要請し、これを受けて2000年10月に合意議事録（Record of Discussions：R/D）文書を署

名・交換した。 

本プロジェクトは、「イ」国エネルギー鉱物資源省（Ministry of Energy and Mineral Resources：

MEMR）鉱物・石炭技術教育訓練センター（Underground Coal Maining Education Training 

Center：P3TMB）傘下の「坑内掘鉱山教育訓練所（Balai Diklat Tambang Bawah Tanah：BDTBT）」

を実施機関とし、同機関が坑内炭鉱技術者・技能者及び鉱務監督官を養成できるようになるこ

とを目的に、現在チーフアドバイザー／採鉱技術、坑内保安技術、坑内電気／坑内機械技術、

坑内環境技術及び業務調整員の５名からなる長期専門家、及び短期専門家が協力を2001年４月

から2006年３月の期間で実施している。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査は、2006年３月に終了する本プロジェクトを以下の観点から検証することを目的とし

て実施した。 

 

(1) プロジェクトにより達成された実績について確認を行い、評価５項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）に基づく評価を実施し、併せてプロジェクトに対する

提言、プロジェクト活動を通じて得られた教訓について取りまとめる。 

 

(2) 上記を合同評価レポートに取りまとめ、「イ」国側代表とともに署名を行う。 

 

(3) 本プロジェクトについては、2006年度のフォローアップ協力の要望調査対象案件となっ

ており、終了時評価の結果を踏まえ、BDTBTの自立発展性、資格制度創設に向けた動向、

今後のインドネシア鉱業の持続的開発に関する政策方針等に関して「イ」国側関係者と意

見交換を行う。 
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１－３ 調査団員 

氏 名 担 当 所 属 

戸塚
トツカ

 真治
シンジ

 総 括 JICAインドネシア事務所 次長 

栗 原
クリハラ

 敦 彦
アツヒコ

 石炭鉱業政策 経済産業省資源エネルギー庁石炭課 課長補佐 

小島
コジマ

 元
ゲン

 協力企画 JICA経済開発部第二グループ資源・省エネルギーチーム 

古 川
フルカワ

 博 文
ヒロフミ

 技術移転計画 財団法人石炭エネルギーセンター（JCOAL） 資源開発部長 

熊 谷
クマガイ

 研 一
ケンイチ

 評価分析 
有限会社インターナショナル・コンサルティング・サービス
代表取締役 

 

１－４ 調査日程 

2005年11月28日～12月16日 

 月／日  熊谷団員 JICA小島 栗原団員、古川団員 

１ 11／28 月 11:15 成田（JL725）→

17:05 ジャカルタ 

２   29 火 08:10 ジャカルタ 

（GA162）→09:45 パダ

ン 

専門家との打合せ 

３   30 水 専門家との面談 

４ 12／１ 木 専門家／カウンターパ

ート（C/P）との面談 

５   ２ 金 C/Pとの面談 

16:15 パダン（GA165）

→17:50 ジャカルタ 

６   ３ 土 資料整理 

 

７   ４ 日 資料整理 11:15 成田（JL725）→

17:05 ジャカルタ 

８   ５ 月 移動 ジャカルタ→バンドン 

08:30 鉱物・石炭技術教育訓練センター（P3TMB）

Nursaleh所長協議 

15:00 バンドンイスラム大学鉱山学科訪問 

 

９   ６ 火 10:00 バンドン工科大学訪問 

移動 バンドン→ジャカルタ 

11:05 成田（JL725）→

17:05 ジャカルタ 

10   ７ 水 10:00 JICAインドネシア事務所打合せ 

14:00 ジャカルタ（GA164）→15:35 パダン、移動 パダン→サワルント 

11   ８ 木 10:00 C/P成果実技披露 

11:15 サワルント市鉱業局 

13:30 アライドインドコール炭鉱（PT.AIC） 

15:00 オンビリン炭鉱（PTBA Ombilin）、移動 サワルント→パダン 

12   ９ 金 08:30 パダン大学訪問 

14:00 州鉱業事務所訪問 

16:15 パダン（GA165）→17:50 ジャカルタ 

13   10 土 資料整理・合同調査報告書作成 

14   11 日 同 上 
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15   12 月 09:00 教育訓練庁Suryantoro長官表敬 

11:00 石炭事業局、石炭技術局協議 

15:00 坑内掘開発計画所有炭鉱会社（PT.Tanjun Alam Jaya）訪問 

16   13 火 09:00 合同評価協議 

17   14 水 08:00 合同評価協議、M/M協議 

11:00 M/M署名 

18   15 木 10:00 JICAインドネシア事務所報告 

14:00 在インドネシア日本大使館報告 

19:20 ジャカルタ（JL726）→ 

19   16 金 →07:06 成田着 

 

１－５ 主要面談者 

(1) 「イ」国側 

１）鉱物資源エネルギー教育訓練庁（Education and Training Agency of Energy and Mineral 

Resources, Ministry of Energy and Mineral Resources） 

Mr. Suryo Suryantoro Head of Education and Training Agency of Energy and 

Mineral Resources 

Mr. Nursaleh Adiwinata MSc Head of Education and Training Center for Mineral and Coal 

Technology 

Dr. Ir. Irwan Bahar Advisor to the Minister of Energy and Mineral Resources 

Mr. Wawan Supriatna Head of Planning Sub-Division, Education and Training 

Center of Mineral and Coal Technology 

Mr. Ichsan E.Nasuition Head of Education and Training Unit for Underground 

Mines, Education and Training Center of Mineral and Coal 

Technology 

 

(2) 日本側 

１）在インドネシア日本大使館 

桐部 仁 書記官 

２）JICAインドネシア事務所 

加藤 圭一 所 長 

大原 克彦 企画調査員 

３）プロジェクト専門家 

瀬尾 勝彦 チーフアドバイザー／坑内採炭技術 

柿田 毅 坑内保安技術 

久富 浩二 坑内電気技術／坑内機械技術 

下田 芳久 坑内環境技術 

和泉 守 業務調整員 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２－１ 評価設問 

本件のプロジェクト目標は「BDTBTが坑内掘炭鉱技術者・技能者および鉱務監督官を養成で

きる。」であり、坑内掘にかかわる採掘、保安、電気、機械、環境の技術移転が行われている。

また、コースの有用性を鉱業関係者に周知させるための広報活動や、「イ」国における鉱業資

格制度確立のための支援を行っている。 

 

終了時評価においては、以下の観点から評価設問を作成した。 

(1) 中間評価、活動報告、モニタリング等においてプロジェクトは順調に実施されていると

の報告を受けているが、有効性は高いか、高いとすればどのような要因が貢献したのか？ 

 

(2) 自立発展性を確立するために、中間評価においては具体的な財務計画の策定、プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）改定ワークショップにお

いて、広報活動・資格制度支援が取上げられたが、その進捗状況はどうか？ 

自立発展性は改善されたか？ 

 

(3) プロジェクトの活動は、「イ」国における坑内掘炭鉱開発・操業や、鉱業教育・訓練に

正のインパクトを及ぼすことができたか？ 

 

２－２ 評価の視点 

以下のプロセス、評価項目、評価指標に基づき、評価を実施した。 

 

(1) 実績及び実施のプロセス検証 

１）実績の検証 

・投入は計画通り実施されたか？（計画値との比較） 

・成果は計画通り産出されたか？（目標値との比較） 

・プロジェクト目標は達成されたか？（目標値との比較） 

・上位目標達成の見込みはあるか？（目標値との比較） 

２）実施のプロセスの検証 

・活動は計画通りに実施されたか？ 

・技術移転の方法に問題はなかったか？ 

・プロジェクトの運営体制に問題はなかったか？ 

・プロジェクトの実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は何か？

など 

 

(2) 評価５項目 

１）妥当性 

必要性、優先度、手段としての妥当性の観点から、プロジェクト実施の正当性・必要

性を評価。 
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ａ）必要性（ターゲットグループのニーズとの整合性） 

ｂ）優先度（「イ」国のエネルギー／鉱業政策・我が国の援助計画との整合性） 

ｃ）手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲットグループ選定の適切性、日本

の技術の優位性等） 

２）有効性 

プロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価。 

３）効率性 

投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評価。 

４）インパクト 

上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価。 

５）自立発展性 

政策･制度面、組織・財政面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を評価。 

 

(3) 評価指標 

評価指標については、付属資料３．評価グリッド、４．PDMを参照。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

〈要約〉 

・ほぼ計画通りの投入がなされた。（初期にはC/Pのプロジェクト離脱の問題があったが、

現在ではC/P数は当初計画を上回り、そのための施設の整備が実施された。） 

・計画された活動はほぼ総て完了する。 

・成果は達成される。 

・プロジェクト目標は達成される。 

・実施プロセスはほぼ良好であった。（ただし、予算執行遅れやC/Pの配転による影響があ

った） 

 

３－１ 投 入 

３－１－１ 日本側 

(1) 専門家（付属資料１．合同評価報告書ANNEX3参照） 

１）長期専門家 

R/D（以下「当初計画」という）のとおり、チームリーダー１名、調整員１名、採

掘１名（2004年よりリーダーが兼務）、保安１名、機械１名、電気１名（2004年より

機械を兼務）、選炭・環境１名が配置された。 

２）短期専門家 

当初計画通り５つの分野の技術移転に、平成13年度（JFY2001）７名、平成14年度

（JFY2002）８名、平成15年度（JFY2003）４名、平成16年度（JFY2004）７名、平

成17年度（JFY2005）８名。合計34名が派遣された。 

 

(2) 機材供与（付属資料１．合同評価報告書ANNEX4参照） 

当初計画通り、BDTBTにおける教育訓練に必要な機材が供与された。 

2005年10月末現在までの供与金額、主要設備、施設を以下に示す。 

１）総金額 

約300百万円 

２）主要機材 

模擬坑道    34百万円 

サイドダンプローダー 40 

選炭ミニプラント ７ 

酸素呼吸器 ６ 

坑内ボーリング機械 ６ 

坑内集中監視システム 19 

油圧実習装置 ８ 

硫黄分析装置 ４ 
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(3) カウンターパート（Counterpart：C/P）研修 

当初計画においてC/P研修は年間１～３名、期間は数週間（分野によって異なる）と

していたが、平成13年度（JFY2001）３名、14年度（JFY2002）３名、15年度（JFY2003）

３名、16年度（JFY2004）２名、17年度（JFY2005）３名、合計14名に対してC/P研修が

実施された。研修期間は約１ヵ月であった。 

 

３－１－２ 「イ」国側 

(1) C/P（付属資料１．合同評価報告書ANNEX5参照） 

表３－１にC/Pの配置を示す。 

 

表３－１ C/P配置図 

 採掘 保安 電気 機械 環境 合計 

R/D ３ ３ ３ ３ ３ 15 

2005年 ７ ７ ４ ４ ８ 30 

 

C/Pの数は計画に比し増強されている。 

 

(2) 施設、設備 

当初計画に基づき、専門家執務室、実験棟及びオンビリン鉱山研修センター（Ombilin 

Mines Training College：OMTC）所有の付帯設備、国際電話線等が提供された。当初計

画にはなかった事項としては、2004年にオンビリン発電所の運転停止による電力不足に

対応するために自家発電装置を設置、2005年C/Pの増加に対応して、C/P執務室の増築、

C/P宿舎の建設が実施され、研修生宿泊所の整備等も行われている。 

 

(3) ローカルコスト（付属資料１．合同評価報告書ANNEX7参照） 

当初計画、各年予算、実績を表３－２に示す。 

 

表３－２ ローカルコスト 

（百万Rp）  

 CY2001 CY2002 CY2003 CY2004 CY2005 Total 

R/D 3,785 3,457 2,077 2,100 2,126 13,544 

予算 1,275 2,209 3,507 5,046 6,282 18321 

実績 1,275 2,194 3,501 4,371 4,273 15,616 

 

プロジェクトの初期においてローカルコストはR/Dの３～４割程度であったが、以後

増加してきており、2004年にはR/Dに対し208％、2005年は200％の見通しである。 

 

３－２ 活 動（付属資料１．合同評価報告書ANNEX8参照） 

活動は当初計画及びPDM改訂に伴い追加された計画に対し、終了時評価時点において採鉱の

立坑工法の技術移転を残し、ほぼ完了している。立坑に関しては、「イ」国において適切な設
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備を有する炭鉱がなかったためであるが、新規炭鉱のアイチェ炭鉱（AIC）が開削を計画して

おり、プロジェクト終了までにはAIC の協力を得て、実施できることになっている。したがっ

て、計画された活動はすべてプロジェクト終了までに完了する。 

 

３－３ 成 果 

(1) プロジェクトの運営管理体制は確立されている。 

１）長期専門家については当初計画のとおりに７名が配置された。2004年度以降は2003年

運営指導調査の結果を踏まえ、長期専門家の構成をチームリーダー／採掘、保安／資格、

機械／電気、環境、調整員の５名と構成を変更した（2004度以降の総人員は当初計画も

５名であった）。この変更がプロジェクト活動に悪影響を及ぼすことはなく、むしろ活

動範囲を拡げ（電気の技術移転期間の拡大、資格制度の推進等）、成果の達成に貢献し

ている。 

２）C/Pについても現在は当初計画を上回る30名が配置されている。ただし、2002年オン

ビリン炭鉱（Unit Penambangan Ombilin：UPO）の合理化によって、オンビリン炭鉱か

ら派遣されていた６人のC/Pが、2003年２月までにプロジェクトを離れた。これに対処

するためにP3TMBから新卒者４名、パダン大学（National University of Padang：UNP）

から２名を補充した。また、P3TMBからの派遣者に関しては、大半が2002年のラマダン

以降３ヵ月近く帰省したままプロジェクトに戻ってこないこともあった。このように

2003年まではC/P配置の問題は、特に現場経験を有するC/Pが乏しくなったことで深刻な

影響を与えた。しかしながら新規のC/Pが基礎的専門知識に恵まれていたこと、また、

総体的に士気が高いこと、BDTBT所外における研修を通じ移転技術の操業現場での適用

が理解できたことなどで、当初、C/P配置により生じた問題は解消された。2003年以降

もBDTBTより派遣されたC/P７名の移動や１名の退職があり、それに見合う人数が補充

された。また新規職員の増員により、評価時点においてC/Pは30名に到達し、将来、パ

ダン大学や元オンビリン炭鉱職員等のパートタイム職員を若手のフルタイム職員に切り

替える手段が講じられている。なお2003以降、赴任したC/Pには監督官２名や測地技術

者等の実務経験者も含まれ、多彩なメンバー構成になってきている。 

３）施設、機材に関しては模擬坑道の設計変更に伴う工事の遅延（「中間評価報告書」参

照）が生じた他はほぼ計画通りであった。また、C/Pの増員に伴い、施設は増改築され

た。 

４）ローカルコストに関しては金額的にプロジェクトの運営には十分であった。ただし、

中間評価時に指摘のあった予算の執行時期の遅れで訓練計画の変更を余儀なくされると

いった問題は（例えば、2004年計画の特別コースの中止等）2004年まで発生した。この

問題は2005年に改善された。 

 

(2) C/Pによる坑内炭鉱関連機材の操作・保守管理体制は整備されている。 

１）主要機材の操作・保守管理のマニュアルは作成・整備されている。 

２）毎年の活動計画及び各研修コースの実施にあたり、機材の操作管理計画が作成されて

いる。そして計画に基づいた操作・管理がなされている。 

３）機材の操作・保守に関する費用は十分に手当てされ、経費不足による機材の不備によ 
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る技術移転や研修の支障はほとんどなかった。 

４）機材の操作・保守管理に関して長期及び短期専門家により技術移転がなされた。C/P

の機材操作管理の技術習得度に対し長期専門家は習得していると評価、また、C/P自身

はアンケートに対しほとんどが「ほぼ」「よく」できるようになったと回答している。

また、シニアC/Pによる新C/Pへの技術移転が行われていることから、シニアC/Pは本技

術を十分習得している、といえる。 

 

(3) C/Pが坑内炭鉱に関する５つのコースを開催するための基盤が整備されている。 

１）プロジェクト初期において研修カリキュラムが作成され、それに基づきテキスト、各

種教材の作成・整備がなされた。テキストは79教科目（共通７、採鉱13、保安12、機械

22、電気13、環境12）が作成され、インドネシア語に翻訳されている。また、毎年改訂

作業も行われている。機材は当初計画に従い投入されたもののほかにも、長期専門家の

指導のもとにC/Pによる設計製作（例：簡易集中監視装置、炭塵爆発実験装置、各種支

保、切羽モデル）も行われ研修に活用されている。このようにカリキュラム、教材は整

備され活用されている。 

２）C/Pとして、担当分野において少なくとも当該技術に関する基礎知識を有するものが

選任されている。多くのC/Pは現場の経験が少なく、炭鉱や工場における研修が実施さ

れた。 

３）技術移転の内容は坑内掘炭鉱技術の基礎的なものから、高度な解析技術・フィージビ

リティ調査（Feasibility Study：F/S）まで広範にわたっており、よく整備されている。 

４）2002年より研修コース（付属資料１．合同評価報告書ANNEX9参照）が計画され予算

化され、研修生の募集が行われてきており、計画に沿った研修が実施できる体制が整っ

ている。 

 

(4) BDTBTにおいて坑内掘炭鉱に関する５つのコースが開講されている。 

１）シニアC/P（目安として勤続２年以上）は移転された技術を習得している。 

表３－３に専門家の評価による、コースの難易度とそれに対応できるC/P数を示す。 

 

表３－３ コースの難易度とC/P数 

難易度 Mining Safety Electricity Machinery Environment 

a. 高度な技術､技能訓練 １     

b. 通常の現場における技術､技能訓練まで １ ２ ２ ３ １ 

c. 経験の浅い監督者､監督官訓練まで ２ ２   ３ 

d. 経験の浅い技能職訓練まで ３ ２ １ １ １ 

e. 新入者訓練（入坑教育）訓練まで     ２ 

 

表３－３に示すように各分野においては通常現場で発生する技術、技能の訓練がすべ

ての分野で可能になってきており、改訂PDMで期待された研修水準に到達しているとい

える。また、専門家の評価を総合すれば、シニアC/Pは移転が計画された技術を習得し

ている。 
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表３－３のeレベル相当者は経験１年未満のC/Pである。 

C/Pに対するアンケートによれば、シニアC/Pはすべて移転された技術を「良く」もし

くは「ほとんど」習得した、と答えている。 

中間評価時におけるC/Pの技術習得に関する問題はC/Pの多くが現場における実務経

験に乏しいため、炭鉱の中堅技術者を対象とする研修や操業に直結した特別コースの研

修を実施できるか、ということであった。このため、従来より実施されてきたオンビリ

ン炭鉱や国内炭鉱の見学に加え、2004年以降、以下のBDTBT所外における実技指導を伴

う職業訓練（On the Job Training：OJT）が実施された。 

2004年度 
キタディン炭鉱（採鉱、保安）２週間 

ワイヤーロープ及びベルトコンベア工場 ほか（電気、機械） 

2005年度 

デンヨー社（発電機及び電動機実習） 

オムロン社（電気器具実習） 

環境測定研修所（BBKK）（環境） 

FBS炭鉱（予定）（採鉱、保安） 

 

また、2004年度にはC/P５名がベトナムを訪問、「JICAベトナムの炭鉱ガス安全管理

センタープロジェクト」との技術交流も行った。 

これらのOJTを経てC/Pの技術力は向上し、また、自信もついてきた、と専門家は評価

している。事実、若手のシニアC/Pも自信がついたと面接で語っている。 

 

２）各年開催された研修回数・研修生の数を表３－４に示す。（付属資料１．合同評価報

告書ANNEX9参照） 

 

表３－４ 研修回数と研修生の数 

  2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 

コース数  －   7  10  10  

参加人数  － 140 187 175 172 

鉱山会社   51  99  38  68 

地方政府   74  65  91  75 
参加者の所属 

（％） 
他（教育機関）   15  23  46  29 

 

表３－４のうち、2004年より全般的な内容コースのほかにも、内容を特化したコース

も開設されており（採鉱設計、坑内火災防止、救護隊、鉱山会社コース、電算機応用）、

コースの内容が充実してきている。 

予算執行までの遊休期間、祝祭日、技術移転必要期間を考慮すれば、かなりの研修が

実施され、内容も充実してきていると評価できる。 

BDTBTが行った研修修了生に対するアンケートによれば86％は研修が有益であった

と回答している。 

 

(5) BDTBTにおいて実施されているコースが有益であること鉱山業界及び関連団体が認識

してきている。 
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（この成果は2004年のPDM改訂に際し、関連業界のニーズを研修に取り入れ、坑内技術

の裾野を広げ、また教育機関との協同を図ることを目的に設定された。） 

１）プロジェクトの広報用資料として、以下のものが作成された。 

パンフレット （2002年度作成、2004年改訂）

ビデオ （2003年度作成） 

VCD （2004年度作成） 

 

２）2004年以降活発な広報活動が行われた（付属資料１．合同評価報告書ANNEX10参照）。

すなわち、長期専門家及びC/Pにより、2004年は６回、2005年は15回にわたって主とし

て産炭地の鉱業事務所や鉱山、及び大学を訪問しプレゼンテーション及び意見交換を行

った。 

３）特別コースとして、救護隊教育、新入坑内要員教育を実施したが、これはAIC等の鉱

山企業が本プロジェクトの活動を理解、その有用性を認めて要請されたものである。ま

た、AICのコントラクターから、引き続き協力要請が出されている。 

４）2005年６月にはMEMR、サワルント市、BDTBT共催の炭鉱開発技術に関する１日セ

ミナーがBDTBTで開催された。全国の400名の石炭関係者が出席した。 

また、９月にはパダン大学で大学関係者の炭鉱技術セミナーが開催され、採鉱のC/P

が論文を発表した。このセミナーに参加した大学生20名がBDTBTの訓練に参加した。 

 

(6) 資格制度に関する提案書がプロジェクト終了までに作成される予定である。 

（本成果も2004年のPDM改訂に伴い、BDTBTが鉱業技術資格の研修機関として機能す

ることで活動の幅を広げ自立発展性を強化させることを目的に追加されたものである。） 

１）長期専門家は、2004年度は日本における鉱山保安法と資格制度を整理し、「イ」国側

関係者（P3TMB及び石炭技術局）に紹介した。また、2004年度から2005年度にかけて、

「イ」国における資格制度の現状を調査した、その結果、第一ステップとして、「イ」

国における坑内掘技術資格として保安管理者（日本の上級保安技術職員資格に相当）、

及び日本の普通坑内保安技術資格に相当する資格の設置が必要と判断し、それに関する

プロポーザルがプロジェクト終了までに作成され、提出される予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標 

以下の理由によりプロジェクト目標「BDTBTが坑内炭鉱技術者・技能者および監督官を養成

できる。」は達成されたといえる。 

 

(1) C/Pは独力で担当分野の研修の計画、運営、研修ができるようになってきている。 

C/Pの研修計画、運営、研修の能力に関し各分野の専門家はいずれもシニアC/Pは自力で

計画を策定、実行できると評価している。また、各分野においては成果の「３－３(4)１ 」

で述べたように、通常の現場で必要な技術、技能訓練まで可能になっている。 

「プロジェクト終了までに、自分で計画を立て訓練を実行できるか」というアンケート

に対して、シニアC/Pのうち約30％は「できている」、約70％が「できる」と全員が肯定

している。 

）
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BDTBTの所長はシニアC/Pの評価を定期的に実施している。 

 

(2) 毎年研修コースが開催され、坑内掘鉱山の監督者・技能職、監督官に対する研修が行わ

れている。 

2002年より研修は通常コースが各分野最少１回／年開催されており、この研修を４年間

で256名の鉱山技術者や鉱員、305名の地方政府からの職員が研修を修了しており、その多

くは鉱山監督者、技能者または監督官である。関係者の要望に答え、救護隊、新入坑内要

員の研修も実施していた。また、将来監督者、監督官への道が開かれているパダン大学D3

プログラムの鉱山学科学生の卒業実習も実施することができた。 

 

(3) 研修コースはターゲットグループにとって有益であった。 

BDTBTの追跡調査アンケートに対し、研修修了者は有益であったと回答している。 

 

３－５ 実施プロセスの特記事項 

(1) 活 動 

研修に関して、理論よりはむしろ実技指導に重点がおかれているのがこのプロジェクト

の一つの特徴である。 

活動は2002年にオンビリン炭鉱から派遣されていたC/Pが同炭鉱の合理化によってプロ

ジェクトを離れたことにより、プロジェクト初期において計画の遅れを生じた。しかし、

新たに参入した若手のC/Pが技術的基礎知識を有していたこと、また士気に富んでおり、

熱心に技術を習得したことで、プロジェクト終了までに、計画した活動を修了させること

ができる。また、C/Pの多くは現場の経験に乏しく、現場に即応した対処が懸念されてい

たが、これもBDTBT所外におけるOJTを通じてある程度（プロジェクト終了後も常に現場

における研鑽が必要であるという意味で）解消することができた。 

 

(2) 機材、施設の供与 

模擬坑道の工事見積もりが当初予算を上回ったため、200ｍから150ｍに縮小する、とい

う設計変更が行われたほかはほぼ当初計画に沿って機材が供与された。 

プロジェクトの後半から、専門家の指導のもとでC/Pが機材を製作し、研修に活用にし

ている（「３－３(3)」参照）。こうした教材の製作はC/Pに技術をより深く理解させる、

という意味において有効であった。 

また、施設は「イ」国側により、増強、更新され、利便性が向上している。 

 

(3) ローカルコスト 

ローカルコストは金額的にはプロジェクトを運営するためには十分であったが、投入の

項に記したように、予算執行の遅れがほぼ毎年のように発生し、技術移転や研修コースの

実施に悪影響を及ぼした。 
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(4) コミュニケーション 

専門家とC/P全員が参加する「BDTBT全体会議」が月例会議として開催され、各研修コ

ースの計画確認、実績評価をはじめ活動計画全般にわたっての情報や意見交換が行われて

いる。また、各担当分野においては、定例・随時会議、マン・ツー・マン、といった様々

な形でコミュニケーションの場が設けられている。相互のコミュニケーションに関し、C/P

（一人を除く）、長期専門家は共にコミュニケーションは良好であったとアンケートや面

接で答えている。 

 

(5) モニタリング 

2003年度以降C/Pの技術習得のためコースごとにC/Pが習得すべき“Competency Target”

を定め、それに基づいて技術移転度評価が行われ、その結果が技術移転にフィードバック

されている。 

 

(6) 相手国実施機関のオーナーシップ 

責任者は合同調整委員会に積極的に参加し、必要に応じてBDTBTを訪問している。 

また、C/Pの増員、施設の拡充等、積極的にBDTBTの充実を図っている。 

 

(7) 外部条件 

本プロジェクトの実施プロセスに影響を及ぼしたものとして、C/Pの政府の政策や組織

の必要性から生じたC/Pのプロジェクト離脱や、法規で定められている昇進、交代、退職

があった。 



－14－ 

第４章 評価結果 

 

４－１ 評価５項目に基づく評価結果  

４－１－１ 妥当性 

〈要約〉 

プロジェクトの妥当性は高い。石炭産業を国家エネルギー政策上、枯渇する石油の代替

エネルギーとし、また外貨獲得のための主要輸出産品とする国家戦略はプロジェクト開始

後５年を経た今日においても変らない。また、国家石炭政策では、重点項目の１つとして

坑内掘技術開発、坑内掘の経済性の増進が取り上げられており、かつ、採掘の坑内掘技術

開発への数値目標も示され、本プロジェクトの目標とする「イ」国における坑内掘石炭技

術開発への政府の期待は大きい。 

 

以下のことから妥当性は高いといえる。 

 

(1) 上位目標は「イ」国の国家政策に合致している。 

現在「イ」国において新「国家エネルギー政策2005-2025」（ブループリント）が検

討されている。この政策によれば「イ」国は国内エネルギー及び国家財政のいずれも石

油に依存してきたが石油生産量が減少することから、他のエネルギーへの切替え、すな

わち、エネルギーの多様化が必要となっている。長期計画ではソース別エネルギー比率

は2025年までに石油比率は26.2％（2003年54.4％）に減少、石炭は32.7％（2003年

14.1％）に増加する。また、「国家石炭政策2004-2020」においては石炭の戦略的物質

としての地位を高めるための諸策を設定しており、その中に坑内掘技術能力の改善（教

育訓練）、坑内掘採掘の経済性の増進が取り上げられている。これは現在石炭生産の主

力である露天掘炭鉱が剥土比の上昇により経済性が低下しつつあることや、埋蔵炭量の

多くは露天掘対象外であること、森林地域における露天掘の禁止等により坑内掘炭鉱開

発が必至となってきているためである。国家石炭政策には長期石炭需給見通しが掲載さ

れ、2005年における見通しは表４－１のようになっており、坑内掘炭鉱からの生産も

徐々にではあるが、増加するものと見られている。 

 

表４－１ 石炭需給見通し2005年 

（単位：百万トン）  

  2004 2005 2010 2015 2020 2025 

坑内掘 0.5  5 10 20 25 

露天掘 131  193 191 176 210 

小 計 131.5  198 201 196 235 

褐 炭 0.5  18 46 59 65 

供
 

給
 

供給計 132 151 216 247 255 300 

国 内 37 40 75 106 150 194 

輸 出 93 111 141 141 105 106 

需
 
要

 

需要計 130 151 216 247 255 300 
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したがって、「イ」国における石炭開発は国家エネルギー及び財政上きわめて重要で

あり、石炭採掘技術向上を目的とするBDTBTにおける研修は国家政策に即応している。 

 

(2) ターゲットグループの選定が適切である。 

ターゲットグループは当初炭鉱の監督者としていたが、地方分権化に伴い、鉱務監督

官の養成が急務となってきた。また、炭鉱技能者は監督者とともに鉱山技術向上には不

可欠なグループであることから、炭鉱技能者及び鉱務監督官をターゲットグループに加

えた。坑内掘炭鉱の少ない「イ」国において、鉱業にかかわる操業・行政技術も未熟で

あり、三者の教育訓練は不可欠である。また、地方鉱業事務所や炭鉱からの技術訓練要

請もあり、関連団体の研修ニーズにも合致している。 

 

(3) 日本の援助政策に合致している。 

日本の対「イ」国別援助政策に「インドネシアは我が国にとり、エネルギーを中心と

する重要な天然資源供給源であり、「イ」国の経済的発展を支援することは我が国にと

り意義のあることである」とし、石炭等天然資源の経済的発展支援の重要性を語ってい

る。本プロジェクトはまさにそのための活動である。 

 

(4) 日本の技術の比較優位性が高い。 

日本の石炭業界は長年「イ」国の石炭開発の支援を行ってきており、「イ」国の石炭

鉱業事情をよく把握している。技術的には日本は石炭の坑内掘に関する豊富な経験を有

しており、「イ」国の石炭は地質的に似通っているため採掘条件も似ていることが想定

でき、日本で蓄積された技術が適用できる。 

 

４－１－２ 有効性 

〈要約〉 

プロジェクトの有効性は高い。プロジェクトの運用体制は確立され、シニアC/Pは機材の

操作・保守及び個々の業務に関する技術を習得し、2002年度以降鉱山の監督者、技能者、鉱

務監督官を対象に研修コースを担当し、さらに自ら研修コースの計画、運営、訓練ができる

ようになっており、プロジェクト目標は達成される。また研修修了生は、研修は有用であっ

たと評価している。 

 

以下のことより有効性は高いといえる。 

 

(1) 成果は達成されている。 

（「３－３」参照） 

 

(2) プロジェクト目標は達成される。 

（「３－４」参照） 
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(3) プロジェクトの達成度は高い。 

BDTBTにおいては2002年以降、研修コースが計37回実施され、674名の鉱山監督者、

技能者、監督官等を主とする鉱業関係者が研修を受けた。前述の専門家の評価やC/Pの

自己評価でも明らかなようにシニアC/Pの研修に関する知識技術の習得度は高く、また

研修コースの計画から訓練まで自力でできるようになっている。BDTBTが実施した追跡

調査によれば86％の研修修了生が研修は有用であったと評価している。また、新規炭鉱

のAICからはBDTBTに対し、協力の要請がきているように、BDTBTを通じての鉱山監

督者、技能者、監督官養成の期待は大きい（2005年度の短期専門家による技術移転には

オンビリン炭鉱及びAICの技術者も参加した）。また、鉱山の要請に応じた特別コース

も行われた。 

 

(4) アウトプットのプロジェクト目標達成に対する貢献度は大きい。 

１）投入されたほとんどの機材の多くが研修で使用され、研修生は実技を通じて、その

操作方法や保守管理をC/Pから習得している。その実技訓練は鉱山での実作業を想定

して操業・保安の要点がよく理解できるように行われている。さらに、専門家の指導

でC/Pが製作した「イ」国の炭鉱の実情に対応する機材や、実験装置も活用されてい

る。 

２）こうした実技や知識は日本の炭鉱操業を通じて培われたものであり、地質条件の似

た「イ」国の操業には有益である。インタビューにおいてC/Pは日本の技術は「イ」

国に適していると語っている。また、AICからの協力要請も日本の技術の有用性に起

因したものである。 

３）プロジェクトは各州の業務局（DINAS）や炭鉱にC/Pを送りBDTBTの研修の有用性

を訴えてきた。2005年６月にBDTBTで開催された炭鉱開発技術セミナーに400名もの

参加者があったことは、こうしたC/Pや専門家のたゆまぬ広報活動により、坑内掘開

発に関する「イ」国での関心の高まりとして捉えることができ、研修ニーズも大きく

なると考えられる。 

 

４－１－３ 効率性 

〈要約〉 

効率性は比較的高い。配置されたC/P、専門家の投入のタイミングは適切で、その資質は

秀でており、真摯にプロジェクトの課題に取り組んだ。供与された機材はプロジェクトの運

営に適切な質･量であり、ほとんどがプロジェクトにおいて活用されている。さらに、後期

には「イ」国側はプロジェクトの将来に備え、C/Pを増員、施設を増改築するなど、積極的

な対応を行った。これらが成果の達成に貢献している。他方、プロジェクト初期においては

C/Pのプロジェクト離脱の問題を生じた。また2004年まで、ローカルコストの執行の遅れに

よる、技術移転や研修計画の変更、研修のキャンセル等の問題が生じ、プロジェクトの効率

性をやや低下させた。また、C/Pの配転も効率性をやや低下させている。 

 

以下のことより効率性は比較的高いといえる。 
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(1) 専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期は適切であった。 

長期専門家の派遣人数、専門分野は当初計画通りであった。長期専門家は、専門分野

に関して豊富な知識、技術経験を有する人材の中から選ばれている。インタビューにお

いて、C/Pは全員、長期専門家は実務経験が豊富で専門性が高いと評価している。また、

例えば長期専門家にオンビリン炭鉱からガス調査、大学での講義依頼がなされるなど、

専門家の力量は「イ」国において高く評価されている（機械分野において専任の長期専

門家は当初計画通りの活動を終え帰国したが、機械のC/Pはプロジェクト終了までの継

続が望ましかったとの声があった）。 

短期専門家に関しては長期専門家の技術移転を補強するため、日本の各分野における

経験豊かな技術者や代表的な学者が派遣された。インタビューに対しC/Pは全員、短期

専門家の資質は優れていると述べている。 

短期専門家による、技術移転はC/Pに有用であったと好評であった〔機械のC/Pからは

言語上の問題（通訳）で短期専門家による技術移転が一部理解できなかったとの声もあ

った〕。 

 

(2) 供与機材の種類、量は適切であった。 

供与機材の種類、量は当初計画通りであった。また、購入にあたっては性能及び価格

が精査されている（例えば、建設にあたっての模擬坑道の再設計）。供与されたほとん

どの機器が研修で活用されており、適切であったことが実証されている。設置のタイミ

ングに関しては、模擬坑道の建設遅れがあったほかは、ほぼ計画通りであった。 

 

(3) C/P研修の受入れ人数、分野、研修内容、期間は適切であった。 

C/P研修の人数、期間は計画の範囲内で行われた。研修を受けたC/Pの全員がアンケー

トに研修内容は「普通」で、業務には有益であったと回答している。期間については２

名が短かったとしたほかは適切であったと答えている。 

 

(4) C/Pの人数、配置状況、能力は適切であった。 

C/Pの配置は当初計画通りに行われたが、2002年にオンビリン炭鉱から派遣されたC/P

のプロジェクト離脱が生じた。「イ」国側はこの事態に対処すべく、学卒の新入者及び

オンビリン炭鉱退職者を補充した。また、2004年以降「イ」国側は引続きC/Pを増員、

2005年現在のC/Pは30名と当初計画15名の２倍となっている。シニアC/Pにより新C/Pに

対する技術移転が徐々に行われている。 

プロジェクト開始時18名いたC/Pがオンビリン炭鉱の他にも転勤や自己都合退職（１

名）といった事情により７名しかプロジェクトに残っていないことは技術移転の効率を

やや低下させた。 

C/Pの質についてはプロジェクト当初から在籍している者やパダン大学教師、オンビ

リン炭鉱退職者などは、トレーナーあるいは技術者としての豊富な知識と経験を有して

いる。大学卒業後直ちにBDTBTに就職した新C/Pは当然のことながら実務経験を有して

はいないものの、専門家は新C/Pはトレーナーとして必要な基礎知識は十分有しており、

士気が高く優秀であると評価している。 



－18－ 

(5) 「イ」国側より計画通りの施設・機材が提供され、かつ、後半より施設が増改築され

ている。 

（「３－１－２(2)」及び「３－３(1)１ 」参照） 

 

(6) ローカルコストの予算執行の遅れが効率をやや低下させた。 

（「３－３(1)４ 」参照） 

 

４－１－４ インパクト 

〈要約〉 

正のインパクトは大きい。BDTBTで研修を受けた鉱山の監督者、技能者、監督官は現在も

その職場で鉱業関連業務に従事し、BDTBTで習得した技術を活用しており、同僚に対する技

術移転も実施している。このことからBDTBTの技術は「イ」国に根付きつつあるといえる。

研修コース以外のプロジェクト活動には近隣の炭鉱技術者が参加し、パダン大学、パダン大

学サワルント分校の各鉱山工学D3プログラムにおいて実習の一部として、BDTBTでの研修

を実施している。その他の大学の学生もBDTBTを訪問している。さらに、金鉱山、上記以外

の大学等からの研修も要請されており、また炭鉱より硫黄等の化学分析依頼を受けている。

BDTBTで開催され鉱業開発技術セミナーには約400名の参加者があった。以上のように

BDTBTの研修や、坑内掘技術に対する関係者の関心は高まってきている。 

なお、負のインパクトは発現していない。 

 

以下のことから正のインパクトは大きいといえる。 

 

(1) 上位目標は達成される見込である。 

１）移転された技術が鉱業関連業務で活用し始めている。 

BDTBTが研修修了生を対象に実施した事後調査によれば、研修修了生の74％が研修

で習得した技術を職場で活用していると答えている。また、75％が研修で習得した技

術を同僚に移転していると答えている。 

研修の成果に関して、研修生の派遣元の幹部は以下のように評価している。 

・AIC（新規坑内掘炭鉱）：坑内掘の経験がなかったのでBDTBTの存在は新炭鉱開発

に大いに役立っている。 

・オンビリン炭鉱（既存炭鉱）：研修に出した職員の仕事における取り組み方が変わ

ってきた。 

・サワルント市の鉱業事務所：鉱務監督官が採鉱法、保安の要点をよく理解している。 

・西スマトラ州鉱業事務所：監督官の知識が増え、業務に役立っている。 

２）BDTBTにおいてシニアC/Pから新C/Pに対する技術移転が始まっている。 

2004年度より18名の新C/Pが入所しているが、これらのC/Pに対する技術移転をシニ

アC/Pが実施し始めている。ただし、C/Pにはプロジェクト以外の業務を兼任しており、

技術移転に十分な時間が避けないこと、C/P間の年齢や学歴差によるギャップによる

もあり、総体的には、現在のところ技術移転速度は緩やかである。今後、C/P間の技

術移転を促進させるためにはC/P間の協力の強化が必要であるとBDTBTの所長は述べ

ている。 

）

） 
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３）プロジェクト終了後のBDTBTの長期運営計画が検討されている。 

既に2006年予算は策定されている。それによれば、総額は約100億ルピア、人員は

６名増加、研修は12コース200名で全般的な技術コースのほかにも、通気、コンピュ

ーター利用、環境影響評価等テーマ別コースも設定され、研修内容の充実、高度化が

図られている。 

長期的には、BDTBTは「BDTBT戦略計画2005-2009」に基づいて運営されている。

この計画に具体的記述はないが、P3TMBの所長によれば、以下の事項が検討されている。 

ａ）人員は増員、教官全員をフルタイム職員に昇進させる。  

ｂ）分析検定機関としての機能を追加し、測定分析手段を所有していないDINASや鉱

山をサポートする。 

ｃ）研修修了者には修了証ではなく、資格を付与する。 

ｄ）模擬坑道での研修に代え、BDTBTが鉱山を所有しその鉱山において技術訓練が実

施できるよう政府に要請する予定である。 

 

(2) 近隣の炭鉱が研修以外のBDTBTの活動に参加している。 

研修コースのほかにも、2005年度実施した短期専門家による３技術移転（地質解析・

マッピング、集中監視技術、鉱害）にオンビリン炭鉱、AICの技術者が自発的に参加す

るなど、BDTBTの技術への関心が高まっている。 

 

(3) 坑内掘金鉱山より研修の依頼がある。 

坑内掘金山を運営しているPT. Cibaluyung 、PT. Daeriの２社より研修依頼があり2006

年に約150名の研修を実施する。 

 

(4) 大学の実習にBDTBTの研修が利用されている。 

パダン大学D3プログラムの卒業実習としてBDTBTの研修が当てられている。BDTBT

と同敷地内に設立されたパダン大学サワルント分校はBDTBTによる実習が行われてい

る。また、2005年９月、パダン大学のセミナーに参加した全国の大学生のうち20名に対

して研修を実施した。その他、バンドンイスラム大学等の学生が見学に訪れている。こ

のことは坑内掘教育に対する教育機関の関心の高まりを示している。また、メダン工科

大学、スリウィジャヤ大学、ベテラン大学からの研修要請もあり近く包括的覚書

（Memorandum of Understanding：MOU）が締結される見込がある。 

 

(5) 硫黄等の化学分析を鉱山より依頼されている。 

BDTBTの化学分析の精度が高いため、鉱山よりの分析を依頼され17試料の分析を実施

した。 

 

(6) 関係者の間で坑内掘技術に関する関心が高まってきている。 

「４－１－２ 有効性」の項で述べたように、BDTBTで開催されたセミナーに400名

もの参加があったことで立証されるように、BDTBTの広報活動により、関係者の坑内掘

技術に対する関心が高まっている。 
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(7) 新エネルギー・産業技術総合開発機構（New Energy and Industrial Technology 

Development Organization：NEDO）と連携した技術移転による相乗効果が期待される。 

また、「イ」国ではオンビリン炭鉱及びAIC炭鉱の技術向上に関して、NEDOチーム

は現場における技術指導、BDTBTは教育訓練を通じて支援している。また、NEDOチー

ムがC/Pに支保技術を指導、プロジェクトがNEDOチームの依頼でガス測定を実施するな

ど相互協力も行われている。 

 

４－１－５ 自立発展性 

〈要約〉 

プロジェクトの自立発展性は高い。坑内掘炭鉱技術に特化した訓練は、外部要因（坑内掘

開発のスケジュール）の深刻な影響を受けやすいため、今後、鉱業の動向に即応した柔軟な

運営、財政強化策を展開しつつ坑内掘炭鉱技術訓練の維持・強化が必要である。 

上位目標達成に向けての活動は既に展開されており、プロジェクト終了後の組織体制は明

確である。外部の支援に関しては、政府はBDTBTの支援を明確にしており、鉱山会社（特に

スマトラ島）や州・県のDINASは従業員の教育の一部として、BDTBTにおける研修に期待

している。また、大学の実習訓練所としてのニーズも大きい。 

政府予算以外の財源獲得に関しては鉱山に対する有償の研修を行うことになろう。また、

既存のラボの活用の可能性も検討されている。 

外部条件について述べれば、坑内掘炭鉱は徐々に増加しているが、いつ本格的かつ全国規

模での坑内掘開発が展開されるかどうかは、採掘条件やインフラ、炭価、資金等の経済的要

素によるため今のところ不確定である。このため、既にBDTBTにより方向性は示されている

が、BDTBTの運営にあたっては（坑内掘技術にかかわらず）ニーズに合致した技術を提供す

べきであろう。 

 

(1) 以下の点で、自立発展性は高いといえる。 

１）上位目標は、達成される見込みが高い。 

この点に関しては「４－１－４ インパクト」の項で述べた。 

２）政府支援の継続は明確である。 

「４－１－１ 妥当性」のところで述べたように、政府は国家石炭政策の中の重点

事項の一つとして、坑内掘技術能力の改善（教育訓練）、坑内掘採掘の経済性の増進

を図ることとしている。このためBDTBTの役割は大きく、かつ、政府の支援が期待で

きる。 

また、MEMRの大臣直属の専門職員であるIrwan Bahar氏は調査団との会議において、

坑内掘は「イ」国の石炭産業の将来にとって重要であると述べている。したがって、

BDTBTの予算は今後も担保されており、増額されていくと考える。 

３）プロジェクト終了後の長期運営計画が検討されている。 

（「４－１－４(1)３）」参照） 

４）鉱山、鉱業事務所はBDTBTの研修を期待している。 

調査団との会合で、BDTBTの今後の活用について炭鉱及びDINASの幹部は以下の

ように述べている。 
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ａ）AIC 

オンビリン炭鉱からの転職者が引退の時期にあり、新入者教育を頼みたい。また、

資格研修も必要である。 

ｂ）オンビリン炭鉱 

技術者の技術・知識のリフレッシュに研修を活用したい。現場に沿うテーマをワ

ークショップ形式で実施してほしい。 

ｃ）サワルント市鉱業事務所 

増員を予定しており、新人の研修を依頼したい。また、採鉱の技術基準、環境基

準やモニタリングの研修を実施してほしい。 

ｄ）西スマトラ州鉱業事務所 

今後も職員を研修に参加させる。発破、支保等個別テーマの研修が望ましい。 

また、「４－１－４ インパクト」の項で述べたように、２金山の依頼で2006年研

修を実施する。 

５）大学がBDTBTにおける学生の研修を期待している。 

（「４－１－４(4)」参照） 

６）政府予算以外の財源獲得に関しては一部が具体化している。 

2002年12月にBDTBTが技術サービス提供機構（Unit Pelaksana Teknis：UPT）化さ

れたことで、中間評価においては独立法人化により、政府より財政の自立が求められ

るとの観点から、自主財源獲得に向けた財務計画策定の勧告があった。一方、「イ」

国政府のその後の検討結果からは教育訓練は資金稼ぎのために行うものでなく、政府

が自らの資金で実施するものという結論に達しており、財政的自立は求められないこ

とになった。 

プロジェクト開始から今日までローカルコストの金額不足で大きな問題は生じた

ことはなく、政府からの資金手当てについての不安はない。 

ただし、設備の更新、増強にはかなりの資金が必要でそのためには自主財源を獲得

することが望ましい。 

2006年度については２金鉱山に対する有償の研修が予定されている。 

 

(2) 自立発展性に関し、以下のことに留意する必要がある。 

１）事業の継続・発展、移転された技術の普及にはC/Pの定着はきわめて重要である。

C/Pは無回答の新人一人を除けば「プロジェクト終了後もBDTBTにおいて現在の仕事

を継続したい」とアンケートに答えている。プロジェクト期間内においてもC/Pの配

転が行われている。また、プロジェクト終了後の元オンビリン炭鉱の経験豊富な技術

者が新職員に切り替えられることになる。技術習得が中途半端に終わらぬよう配慮が

必要である。 また、技術向上方法の検討も必要である。 

２）坑内掘炭鉱は徐々に増加しているがその増加速度の予測は難しい。このため、BDTBT

事業の安定のためには柔軟なBDTBTの運営が必要である。 

「イ」国では、プロジェクト開始前からオンビリン炭鉱、Kitadin、ファジャル・ブ

ミ・サクティ炭鉱（FBS）の３炭鉱が稼動している。また、プロジェクトが開始して

から、AIC（切羽準備中）、Artumin（F/S試掘中）が開発に着手、Indominco Mandri
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がF/Sのための掘進を計画している。その他にも坑内掘開発計画を有して炭鉱はあるが、

その多くは開発には踏み切れない状況にある。それは露天掘に比較して坑内掘は地質

条件、採掘条件による経済性への影響要因が大きく、その予測が困難なこと、また、

インフラの整備状況、調査費用も含む資金手当て・炭価の水準も絡んでいる。したが

って、外部要因である坑内掘の開発進展速度は推定が難しい。 

現在のように坑内掘炭鉱の増加が緩やかであれば、広く鉱業を展望し、BDTBTとし

て特徴ある研修コースを導入し、円滑な運営が継続できるよう、柔軟な対応が必要で

あろう。 

移転された技術の継承に関して、政府は教官に対して繰り返し技術を完璧に移転し、

また、技術力の向上を向上させるよう配慮する。 

 

４－２ 結 論 

プロジェクト目標は達成される。自立発展のための長期計画も検討され、上位目標達成に

向けて前進している。このプロジェクトの自立発展性は高いが、外部要因に左右されやすい

ため、鉱業界のニーズに適切に対応する柔軟な運営で安定を図りながら、かつ、坑内掘技術

の向上に努めることが重要である。 

 

坑内掘炭鉱技術向上を目的とするこのプロジェクトは国家政策と実施機関（教育訓練庁）の

強いニーズに応えて実施された。C/Pは技術を習得し、自力で研修を運営できるようになり、

2002年より実施した研修で674名の炭鉱監督者、技能者、鉱務監督官ほかが養成されており、

プロジェクトの有効性は高い。 

貢献要因としては、ほぼ計画通りに実施された活動に加え次のことがあげられる。 

(1) BDTBTのほか、炭鉱や工場で現場に即したOJTが実施されたこと。 

(2) 移転された技術が「イ」国の炭鉱の操業に適していたこと。 

(3) 長期・短期専門家に知識、現場経験の豊富な人材を選定できたこと 

(4) C/Pが真剣かつ積極的に活動に取り組んだこと。 

(5) 「イ」国実施機関が運営の強化に努めたこと。 

 

評価５項目の中で特筆すべきはインパクトの大きさである。これは専門家、C/Pが鉱業事務

所、炭鉱、大学を精力的に訪れ、外部に対する広報活動に熱心に取り組んだ成果であり、その

結果として研修需要が増加しており、また関係者の坑内掘技術向上に対する関心を高めること

ができた。 

また、自立発展性については高いとみているが、坑内掘の開発速度によっては深刻な影響を

受けやすいために、鉱業界の動向に合わせた柔軟な対応が必要である。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提 言 

(1) 教官の技術向上のため、国内炭鉱との間で定期的技術交流の場を設けることが望ましい。 

 

(2) 新技術習得のため、国際技術会議等に教官を派遣する制度を構築することが望ましい。

また、日本の技術者、学者とのコミュニケーションの方法を検討すること。 

 

(3) 鉱山、DINAS、大学と教育訓練ニーズに関する定期的な会議（全体、個別）を設置する

ことが望ましい。 

 

(4) 配転される教官がそれまでに坑内掘炭鉱技術を十分に習得しているよう配慮すること。 

 

５－２ 教 訓 

(1) 社会的経済的混乱直面している際には、プロジェクトの開始にあたり、プロジェクトの

おかれた環境の変化を把握し、ニーズ調査を実施したうえで、プロジェクトの見直しを行

うべきである。 

 

(2) 本プロジェクトが実施した各関係者を訪問しての広報活動は関係者のプロジェクトに対

する関心を大いに喚起させた。この方法は他プロジェクトの参考になる。 

 

５－３ フォローアップの状況 

本プロジェクトについては、平成17年度のフォローアップ協力の要望調査対象案件となって

おり、終了時評価の結果、BDTBTの自立発展性、資格制度創設に向けた動向等を踏まえ、取り

扱いについて検討する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 

 

１．協議議事録・合同評価報告書 

 

２．調査団員所感 

 

３．評価グリッド 

 

４．PDM 

 

５．質問票集計結果 

 

６．運営指導調査報告書 
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